
別添２ 

 

歯科診療報酬点数表に関する事項 

 

 通則 

１ １人の患者について療養の給付に要する費用は、第１章基本診療料及び第２章特掲診療料の

規定に基づき算定された点数の総計に 10 円を乗じて得た額とする。 

２ 基本診療料には、簡単な診療行為が包括されており、消炎、鎮痛を目的とする理学療法、口

腔軟組織の処置、単純な外科後処置、口角びらんの処置は、再診料にも包括されている。 

３ 特掲診療料には、特に規定する場合を除き、当該医療技術に伴い必要不可欠な衛生材料等の

費用を含んでいる。 

４ 基本診療料に係る施設基準、届出等の取扱いは、「基本診療料の施設基準等の一部を改正す

る件」（平成 3028 年厚生労働省告示第●53 号）による改正後の「基本診療料の施設基準等（平

成 20 年厚生労働省告示第 62 号）」に基づくものとし、その具体的な取扱いは別途通知する。 

５ 特掲診療料に係る施設基準、届出等の取扱いは、「特掲診療料の施設基準等の一部を改正す

る件」（平成 3028 年厚生労働省告示第●54 号）による改正後の「特掲診療料の施設基準等（平

成 20 年厚生労働省告示第 63 号）」に基づくものとし、その具体的な取扱いは別途通知する。 

６ 基本診療料及び特掲診療料の算定に当たっては、「診療報酬請求書等の記載要領等につい

て」（昭和 51 年８月７日保険発第 82 号）を踏まえて、必要な事項を診療報酬明細書に記載す

る。 
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第１章 基本診療料 

第１部 初・再診料 

通則 

１ 「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（平成 3028 年厚生労働省告示第●52 号）によ

る改正後の「診療報酬の算定方法」（平成 20 年厚生労働省告示第 59 号）の別表第一医科診療

報酬点数表（以下「医科点数表」という。）の次の処置は、別表第二歯科診療報酬点数表にお

いては基本診療料に含まれる。 

イ 鼻処置 

ロ 口腔、咽頭処置 

ハ 喉頭処置 

ニ ネブライザー 

ホ  熱傷処置 

へ 皮膚科軟膏処置 

ト 消炎鎮痛等処置  

２ 同一の保険医療機関（医科歯科併設の保険医療機関（歯科診療及び歯科診療以外の診療を併

せて行う保険医療機関をいう。以下同じ。）を除く。）において、２以上の傷病に罹っている

患者について、それぞれの傷病につき同時に初診又は再診を行った場合においても、初診料又

は再診料は１回に限りを限度として算定する。 

同一の保険医療機関において、２人以上の保険医（２以上の診療科にわたる場合も含む。）

が初診又は再診を行った場合においても同様とする。 

したがって、歯科診療においては、１口腔１初診として取り扱う。 

３ 歯科診療における診療科は、歯科、小児歯科、矯正歯科及び歯科口腔外科を同一とみなす。 

４ 医科歯科併設の保険医療機関において、医科診療により入院中の患者が歯又は口腔の疾患の

ため歯科診療により初診若しくは再診を受けたとき、又は歯科診療に係る傷病により入院中の

患者が医科診療により初診若しくは再診を受けたとき等、医科診療と歯科診療の両者にまたが

る場合は、それぞれの診療科において初診料又は再診料を算定する。 

ただし、同一の傷病又は互いに関連のある傷病により、医科と歯科を併せて受診した場合は、

主たる診療科においてのみ初診料又は再診料を算定する。 

５ 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）に規定する病床に入院（当該入院についてその理由等は

問わない。）している期間中は、再診料（ただし、再診料の注５及び注６に規定する加算を除

く。）は算定できない。また、入院中の患者が当該入院の原因となった傷病につき、診療を受

けた診療科以外の診療科で、入院の原因となった傷病以外の傷病につき再診を受けた場合も、

再診料は算定できない。この場合において、再診料（ただし、再診料の注５及び注６に規定す

る加算を除く。）以外の検査、治療等の請求は、診療報酬明細書は入院用を用いる。 

ただし、歯科診療以外により入院中の患者が歯科診療により外来を受診した場合は、再診料

を算定する。 

６ 算定回数が「週」単位又は「月」単位とされているものについては、特に定めのない限り、

それぞれ日曜日から土曜日までの１週間又は月の初日から月の末日までの１か月を単位として

算定する。 
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第１節 初診料 

Ａ０００ 初診料 

(１) 初診料は、歯科外来診療における院内感染防止対策に係る体制等を整備しているもの

として、地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において、特に初診料が算定でき

ない旨の規定がある場合を除き、患者の傷病について歯科医学的に初診といわれる診療

行為があった場合に、初診料を算定する。また、当該届出を行っていない保険医療機関

においては、「注１」の後段に規定する初診料を算定する。なお、同一の保険医が別の

保険医療機関において、同一の患者について診療を行った場合は、最初に診療を行った

保険医療機関において初診料を算定する。 

(２)  患者が違和を訴え診療を求めた場合は、診断の結果、疾病と認むべき徴候のない場合

であっても初診料を算定する。 

(３)  自他覚的症状がなく健康診断を目的とする受診により疾患が発見された患者について、

当該保険医が特に治療の必要性を認め治療を開始した場合は、初診料は算定できない。

ただし、当該治療（初診を除く。）は、医療保険給付対象として診療報酬を算定する。 

(４) (３)にかかわらず、健康診断で疾患が発見された患者について、疾患を発見した保険

医以外の保険医（当該疾患を発見した保険医の属する保険医療機関の保険医を除く。）

において治療を開始した場合は、初診料を算定する。 

(５) 労災保険、健康診断、自費等（医療保険給付対象外）により入院外で傷病の治療中又

は医療法に規定する病床に入院（当該入院についてその理由等は問わない。）中は、当

該保険医療機関において医療保険給付の対象となる診療を受けた場合も、初診料は算定

できない。 

(６) 現に傷病について診療継続中の患者につき、新たに発生した他の傷病で初診を行った

場合は、当該新たに発生した傷病について初診料は算定できない。 

(７) 患者が任意に診療を中止し１月以上経過した後、再び同一の保険医療機関において診

療を受ける場合は、その診療が同一病名又は同一症状によるものであっても、その際の

診療は初診として取り扱う。この場合において、１月の期間の計算は、暦月により、例

えば、２月 10 日～３月９日、９月 15 日～10 月 14 日等と計算する。 

(８) 区分番号Ｂ０００－４に掲げる歯科疾患管理料又は区分番号Ｃ００１－３に掲げる歯

科疾患在宅療養管理料を算定した場合は、管理計画に基づく一連の治療が終了した日

（患者が任意に診療を中止した場合も含む。）から起算して２月以内は再診として取り

扱い、２月を超えた場合は初診として取り扱う。 

(９) （７）及び（８）にかかわらず、次に掲げる場合は、初診として取り扱わない。 

イ 欠損補綴を前提とした抜歯で抜歯後印象採得まで１月以上経過した場合 

ロ 歯周疾患等の慢性疾患である場合等であって、明らかに同一の疾病又は負傷に係る

診療が継続していると推定される場合 

(10) 病院である保険医療機関において歯科、小児歯科、矯正歯科又は歯科口腔外科を標榜

する診療科の初診患者のうち、別の保険医療機関等（特別の関係を除く。）からの文書

による紹介により当該診療科に来院した患者の数等に関する施設基準に適合しているも

のとして地方厚生（支）局長に届け出たものは、地域歯科診療支援病院歯科初診料を算

定する。 
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(11) 乳幼児加算及び歯科診療特別対応加算 

初診料を算定できない場合は、初診時における乳幼児加算又は歯科診療特別対応加算

は算定できない。 

(12)  乳幼児加算と乳幼児時間外加算、乳幼児休日加算及び乳幼児深夜加算は併せて算定で

きない。 

(13)  歯科診療特別対応加算を算定した患者が６歳未満の乳幼児である場合は、乳幼児加算、

乳幼児時間外加算、乳幼児休日加算又は乳幼児深夜加算を併せて算定する。 

(14) 歯科診療特別対応加算 

「注６」の「著しく歯科診療が困難な者」とは、次に掲げる状態又はこれらに準ずる

状態をいう。なお、歯科診療特別対応加算を算定した場合は、当該加算を算定した日の

は、患者の状態を診療録に記載する。 

イ 脳性麻痺等で身体の不随意運動や緊張が強く体幹の安定が得られない状態 

ロ 知的発達障害等により開口保持ができない状態や治療の目的が理解できず治療に協

力が得られない状態 

ハ 重症の喘息患者等で頻繁に治療の中断が必要な状態 

ニ 日常生活に支障を来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ歯科診

療に際して家族等の援助を必要とする状態 

(15) 初診時歯科診療導入加算 

「注６」の「歯科治療環境に円滑に適応できるような技法」とは、歯科診療の開始に

当たり、患者が歯科治療の環境に円滑に適応できるための方法として、Tell-Show-Do

法などの系統的脱感作法並びにそれに準拠した方法、オペラント法、モデリング法、TE

ACCH 法、遊戯療法、ボイスコントロール法等の患者の行動を調整する専門的技法をい

う。なお、初診時歯科診療導入加算を算定した日は、患者の状態及び用いた専門的技法

の名称を診療録に記載する。 

(16) 「注７」及び「注８」の医科と共通の項目は、医科点数表の第１章第１部第１節区分

番号Ａ０００に掲げる初診料の例により算定する。 

(176) 「注９」に規定する歯科外来診療環境体制加算１及び歯科外来診療環境体制加算２

は、歯科診療の特性を踏まえ、患者にとってより安全で安心できる歯科外来診療の環境

の整備を図る取組を評価したものであり、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において、外来診療に係

る初診を行った場合に加算する。 

(17) 「注７」及び「注８」の医科と共通の項目は、医科点数表の第１章第１部第１節区分

番号Ａ０００に掲げる初診料の例により算定する。 

(18) 「注 10」に規定する歯科診療特別対応連携加算は、別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関の外来部門

において、歯科診療所である保険医療機関（別に厚生労働大臣が定める歯科診療特別対

応連携加算に係る施設基準に適合しているものとして地方厚生（支）局長に届け出た保

険医療機関は除く。）で「注６」又は区分番号Ａ００２に掲げる再診料の「注４」に規

定する加算（以下「基本診療料に係る歯科診療特別対応加算」という。）を算定した患

者について、当該保険医療機関から診療情報提供料に定める様式に基づいた診療情報提
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供を受けた上で初診を行い、基本診療料に係る歯科診療特別対応加算を算定した場合に

算定する。 

(19)  「注 11」に規定する歯科診療特別対応地域支援加算は、歯科診療所である保険医療

機関（別に厚生労働大臣が定める歯科診療特別対応連携加算に係る施設基準に適合して

いるものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関は除く。）において、別に

厚生労働大臣が定める歯科診療特別対応連携加算に係る施設基準に適合しているものと

して地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において基本診療料に係る歯科診療特

別対応加算を算定した患者について、当該保険医療機関から診療情報提供料に定める様

式に基づいた診療情報提供を受けた上で初診を行い、基本診療料に係る歯科診療特別対

応加算を算定した場合に算定する。 

 

第２節 再診料 

Ａ００２ 再診料 

(１) 再診料は、歯科外来診療における院内感染防止対策に係る体制等を整備しているもの

として、地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関において、再診の都度（同日にお

いて２以上の再診があってもその都度）算定する。また、当該届出を行っていない保険

医療機関においては、「注１」の後段に規定する再診料を算定する。ただし、２以上の

傷病について同時に再診を行った場合は、１日につき１回に限りを限度として算定する。 

(２) Ａ傷病について診療継続中の患者が、Ｂ傷病に罹り、Ｂ傷病について初診があった場

合は、再診料を算定する。 

(３) 歯冠修復又は欠損補綴において、一連の行為のために同日に２以上の再診を行った場

合の再診料は、１回の算定とする。 

(４) 電話等による再診 

イ 当該保険医療機関で初診を受けた患者について、再診以後、当該患者又はその看護

に当たっている者から直接又は間接（電話、テレビ画像等によるものを含む。ただし、

ファクシミリ又は電子メール等によるものは含まない。）に、治療上の意見を求めら

れ必要な指示をした場合は、再診料を算定する。 

ロ 電話、テレビ画像等による再診（聴覚障害者以外の患者に係る再診は、ファクシミ

リ又は電子メール等によるものは含まない。）は、患者の病状の変化に応じ療養につ

いて歯科医師の指示を受ける必要がある場合であって、当該患者又はその看護に当た

っている者からの歯科医学的な意見の求めに対し治療上必要な適切な指示をした場合

に限り算定する。ただし、電話、テレビ画像等による指示等が、同日における初診又

は再診に附随する一連の行為とみなされる場合、時間おきに病状の報告を受ける内容

の場合等は、再診料を算定できない。また、ファクシミリ又は電子メール等による再

診は、再診の求めに速やかに応じた場合に限り算定するものとし、この場合において、

診療録に当該ファクシミリ等の送受信の時刻を記載するとともに、当該ファクシミリ

等の写しを貼付する。 

ハ 乳幼児の看護に当たっている者から電話等によって治療上の意見を求められ指示し

た場合は、乳幼児加算を算定する。 

ニ 時間外加算を算定すべき時間、休日又は深夜に患者又はその看護に当たっている者
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から電話等によって治療上の意見を求められ指示した場合は、時間外加算、休日加算

又は深夜加算を算定する。 

(５) その他初診料と共通の項目は、区分番号Ａ０００に掲げる初診料と同様であり、医科

と共通の項目は、医科点数表の第１章第１部第２節区分番号Ａ００１に掲げる再診料の

例により算定する。 

(６)  「注４」の「著しく歯科診療が困難な者」とは、次に掲げる状態又はこれらに準ずる

状態をいう。なお、歯科診療特別対応加算を算定した場合は、当該加算を算定した日の

は、患者の状態を診療録に記載する。 

イ 脳性麻痺等で身体の不随意運動や緊張が強く体幹の安定が得られない状態 

ロ 知的発達障害等により開口保持ができない状態や治療の目的が理解できず治療に協

力が得られない状態 

ハ 重症の喘息患者等で頻繁に治療の中断が必要な状態 

ニ 日常生活に支障を来たすような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ歯科

診療に際して家族等の援助を必要とする状態 

(７) 「注８」に規定する再診時歯科外来診療環境体制加算１及び再診時歯科外来診療環境

体制加算２は、再診時の歯科外来診療の環境の整備を図る取組を評価したものであり、

区分番号Ａ０００の「注９」に規定する別に厚生労働大臣が定める歯科外来診療環境体

制加算に係る施設基準に適合しているものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医

療機関において、外来診療に係る再診を行った場合に加算する。 
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 第 13 部 歯科矯正 

  通則 

１ 歯科矯正は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生（支）

局長に届け出た保険医療機関において行う別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常、

３歯以上の永久歯萌出不全に起因した咬合異常（埋伏歯開窓術を必要とするものに限る。）又

は別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生（支）局長に届け出

た保険医療機関において行う顎変形症（顎離断等の手術を必要とするものに限る。）の手術の

前後における療養に限り保険診療の対象とする。 

２ 歯科矯正は、第１節の各区分の注に「保険医療材料料は、所定点数に含まれる。」等と規定

されている場合を除き、第１節の各区分の所定点数に第２節の特定保険医療材料料を合算して

算定する。 

３ 区分番号Ｎ０００に掲げる歯科矯正診断料又は区分番号Ｎ００１に掲げる顎口腔機能診断料

の算定に基づく診断を行った患者に限り、別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常

又は別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚生（支）局長に届け

出た保険医療機関において行う顎変形症（顎離断等の手術を必要とするものに限る。）の手術

の前後における療養として歯科矯正を行うことができる。 

４ 印象採得、咬合採得及び装着は、それぞれの診療行為を行った日に算定する。 

５ 第 13 部に掲げられていない特殊な歯科矯正は、その都度当局に内議し、最も近似する歯科

矯正として準用が通知された算定方法により算定する。 

６ 歯科矯正においては、患者が任意に診療を中止し、１月を経過した後、再び同一症状又は同

一病名で当該保険医療機関に受診した場合は、初診料は算定できない。 

７ 別に厚生労働大臣が定める疾患とは、次のものをいう。 

(１) 唇顎口蓋裂 

(２) ゴールデンハー症候群（鰓弓異常症を含む。） 

(３) 鎖骨・頭蓋骨異形成 

(４) トリーチャー・コリンズ症候群 

(５) ピエール・ロバン症候群 

(６) ダウン症候群 

(７) ラッセル・シルバー症候群 

(８) ターナー症候群 

(９) ベックウィズ・ウイーデマンヴィードマン症候群 

(10)  顔面半側萎縮症ロンベルグ症候群 

(11)  先天性ミオパチー(先天性筋ジストロフィーを含む。) 

(12)  筋ジストロフィー 

(13)  脊髄性筋委縮症 

(142)  顔面半側肥大症 

(153)  エリス・ヴァンクレベルドヴァン・クレベルド症候群 

(164)  軟骨形成不全症 

(175)  外胚葉異形成症 

(186)  神経線維腫症 
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(197)  基底細胞母斑症候群 

(2018)  ヌーナン症候群 

(2119)  マルファン症候群 

(220)  プラダー・ウィリー症候群 

(231)  顔面裂 

(242) 大理石骨病 

(253) 色素失調症 

(264) 口腔・顔面・指趾症候群口‐顔‐指症候群 

(275) メービウス症候群 

(286) カブキ歌舞伎症候群 

(297) クリッペル・トレノネートレノーネイ・ウェーバー症候群 

(3028) ウイリアムズウィリアムズ症候群 

(3129) ビンダー症候群 

(320) スティックラー症候群 

(331) 小舌症 

(342) 頭蓋骨癒合症(クルーゾン症候群、尖頭合指症を含む。) 

(353) 骨形成不全症 

(364) フリーマン・シェルドン症候群口笛顔貌症候群 

(375) ルビンスタイン・-ティビ症候群 

(386) 常染色体欠失症候群 

(397) ラーセン症候群 

(4038) 濃化異骨症 

(4139) ６歯以上の先天性部分(性)無歯症 

(420) ＣＨＡＲＧＥチャージ症候群 

(431) マーシャル症候群 

(442) 成長ホルモン分泌不全性低身長症 

(453) ポリエックス症候群 

(464) リング 18 症候群 

(475) リンパ管腫 

(486) 全前脳（胞）症 

(497) クラインフェルター症候群 

(5048) 偽性低アルドステロン症（ゴードン症候群） 

(5149) ソトス症候群 

(520) グリコサミノグリカン代謝障害（ムコ多糖症） 

(53) その他顎・口腔の先天異常 

８ ７の(53)のその他顎・口腔の先天異常とは、顎・口腔の奇形、変形を伴う先天性疾患であり、

当該疾患に起因する咬合異常について、歯科矯正の必要性が認められる場合に、その都度当局

に内議の上、歯科矯正の対象とすることができる。 

９８ 別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常に対する歯科矯正の療養は、当該疾患

に係る育成医療及び更生医療を担当する保険医療機関からの情報提供等に基づき連携して行わ
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れる。 

 

第１節 歯科矯正料 

Ｎ０００ 歯科矯正診断料 

(１) 歯科矯正診断料は、厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方厚

生（支）局長に届け出た保険医療機関において、次のいずれかに該当する場合に限り算

定する。 

イ 別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常が認められる場合であって、

当該疾患の治療を行った医科の保険医療機関又は患者若しくはその家族からの情報

及び資料により、当該患者が当該疾患を現に有することが確認された場合に限り算

定する。 

ロ ３歯以上の永久歯萌出不全に起因した咬合異常が認められる場合であって、歯科

矯正を行う保険医療機関において、上下顎３歯以上の骨性の埋伏永久歯（経時的な

歯科パノラマエックス線等の撮影を含む経過観察で明らかに歯の移動が認められな

い永久歯）を有することが確認された場合 

なお、「ロ」に該当する場合においては、骨性の埋伏永久歯が隣接する永久歯の

歯根吸収の原因になっている場合、歯軸等の異常により萌出困難な場合又は当該歯

の歯根彎曲が生じる等の二次的障害を生じる場合に限り算定できる。 

(２) 歯科矯正診断料は、別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常が認められる

患者又は３歯以上の永久歯萌出不全に起因した咬合異常が認められる患者の口腔状態、

顎骨の形態、成長及び発育等を分析するとともに、歯科矯正セファログラム、口腔内写

真、顔面写真等の撮影を行い、これらの分析結果や評価等と過去に行った治療内容の評

価と併せて可及的に長期的な予測を行った上で、治療計画書を作成し、患者又はその家

族に対して、その内容について説明し、文書により提供した場合に算定する。なお、区

分番号Ｎ００３に掲げる歯科矯正セファログラム及び区分番号Ｎ００４に掲げる模型調

製は別に算定する。 

(３) 別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常が認められる患者又は３歯以上の

永久歯萌出不全に起因した咬合異常が認められる患者であって、顎切除等の手術を必要

とする場合は、歯科矯正診断料に規定する別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し

ているものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関で実施される歯科矯正を

担当する歯科医師及び顎離断等の手術を担当する保険医療機関の歯科医師又は医師の十

分な連携の下に行う。ものに係る歯科矯正診断料は、当該手術を担当する保険医療機関

名及び担当歯科医師又は担当医師の氏名を治療計画書に記載する。 

(４) 「注１」に規定する文書とは、次の内容を含むものをいう。 

イ 全身性疾患の診断名、症状及び所見 

ロ 口腔領域の症状及び所見（咬合異常の分類、唇顎口蓋裂がある場合は裂型、口腔の

生理的機能の状態等）・ヘルマンの咬合発育段階等の歯年齢等 

ハ 歯科矯正の治療として採用すべき療法、開始時期及び療養上の指導内容等 

ニ 歯科矯正に関する医療を担当する保険医療機関名、担当歯科医師又は担当医師の氏

名等 
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ホ 顎離断等の手術を担当する保険医療機関名及び担当歯科医師又は担当医師の氏名

（顎離断等の手術を行う場合に限る。） 

(５) 患者又はその家族に提供した文書の写しを診療録に添付する。 

(６) 歯科矯正診断料を算定する場合は、診療録に、患者又はその家族に提供した治療計画

書の要点を記載する。 

(７) 歯科矯正診断料を算定した後、「注２」に掲げる歯科矯正診断料を算定した日から起

算して６月以内の場合並びに区分番号Ｎ００３に掲げる歯科矯正セファログラムに基づ

く分析及び歯列弓の分析を行わなかった場合は、歯科矯正診断料は、算定できない。 

(８) 歯科矯正診断料の算定に係る歯列矯正は、歯科矯正に関する医療を担当する保険医療

機関及び別に厚生労働大臣が定める疾患に係る育成医療及び更生医療等当該疾患に係る

手術等を担当する保険医療機関の歯科医師又は医師との十分な連携を図り行う。 

(９) ６歯以上の先天性部分(性)無歯症は、欠損している歯数に第三大臼歯は含めない。な

お、当該疾患に伴う咬合異常の治療を開始する場合は、診療録に欠損している部位を記

載する。 

Ｎ００１ 顎口腔機能診断料 

(１) 顎口腔機能診断料は、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして

地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関に限り算定する。 

(２) 顎口腔機能診断料は、顎離断等の手術を必要とする顎変形症の患者（別に厚生労働大

臣が定める疾患に起因して顎変形症を発症している場合及び３歯以上の永久歯萌出不全

に起因した咬合異常が認められる患者をは除く。）の口腔状態、顎骨の形態、成長及び

発育等について、咀嚼筋筋電図、下顎運動等の検査、歯科矯正セファログラム、口腔内

写真、顔面写真及び予測模型等による評価又は分析を行い、これらの結果と既に行った

治療内容の評価を併せて可及的に長期的な予測を行った上で、治療計画書を作成し、患

者又はその家族に対して、その内容について説明し、文書により提供した場合に算定す

る。なお、区分番号Ｎ００３に掲げる歯科矯正セファログラム及び区分番号Ｎ００４に

掲げる模型調製は別に算定する。 

(３) 「注１」に規定する文書とは、次の内容を含むものをいう。 

イ 全身性疾患の診断名、症状及び所見 

ロ 口腔領域の症状及び所見（咬合異常の分類、唇顎口蓋裂がある場合は裂型、口腔の

生理的機能の状態、頭蓋に対する上下顎骨の相対的位置関係の分類等）・ヘルマンの

咬合発育段階等の歯年齢等 

ハ 歯科矯正の治療として採用すべき療法、開始時期及び療養上の指導内容等 

ニ 歯科矯正に関する医療を担当する保険医療機関及び顎離断等の手術を担当する保険

医療機関が共同して作成した手術予定等年月日を含む治療計画書、計画策定及び変更

年月日等 

ホ 顎離断等の手術を担当する保険医療機関名及び担当歯科医師又は担当医師の氏名 

ヘ 歯科矯正に関する医療を担当する保険医療機関名、担当歯科医師の氏名等 

(４) 患者又はその家族に提供した文書の写しを診療録に添付する。 

(５) 顎口腔機能診断料を算定する場合は、診療録に、患者又はその家族に提供した治療計

画書の要点を記載する。 
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(６) 顎口腔機能診断料を算定した後、「注２」に掲げる顎口腔機能診断料を算定した日か

ら起算して６月以内の場合並びに区分番号Ｎ００３に掲げる歯科矯正セファログラムに

基づく分析及び歯列弓の分析を行わなかった場合は、顎口腔機能診断料は算定できない。 

(７) 顎口腔機能診断料の算定に係る歯科矯正及び顎離断等の手術は、別に厚生労働大臣が

定める施設基準に適合しているものとして地方厚生（支）局長に届け出た保険医療機関

で実施される歯科矯正を担当する歯科医師及び顎離断等の手術を担当する保険医療機関

の歯科医師又は医師の十分な連携の下に行い、これら一連の治療に関する記録は、当該

療養を担当するそれぞれの歯科医師又は医師において保管する。 

Ｎ００２ 歯科矯正管理料 

(１) 「注１」に規定する「計画的な歯科矯正管理」とは、歯と顎の変化及び移動の把握並

びにそれに基づく治療計画の点検及び修正をいう。 

また、「注１」に規定する「経過模型による歯の移動等の管理」とは、経過模型を製

作し、過去に製作した経過模型と対比し、歯の移動等を把握することをいう。 

(２) 「注１」に規定する「療養上必要な指導」とは、区分番号Ｎ０００に掲げる歯科矯正

診断料の「注１」又は区分番号Ｎ００１に掲げる顎口腔機能診断料の「注１」に規定す

る治療計画書に基づいた矯正装置の取扱い、口腔衛生、栄養、日常生活その他療養上必

要な指導等をいう。 

なお、療養上必要な指導を行った場合は、患者の症状の経過に応じて、既に行われた

指導等の評価及びそれに基づいて行った指導の詳細な内容を診療録に記載する。 

(３) 区分番号Ｎ０００に掲げる歯科矯正診断料の「注１」若しくは区分番号Ｎ００１に掲

げる顎口腔機能診断料の「注１」に規定する治療計画書が作成されていない場合又は当

該保険医療機関において歯科矯正の動的治療が行われていない場合は、歯科矯正管理料

は算定できない。 

(４) 「注１」の「文書」とは、病名、症状、療養上必要な指導及び計画的な歯科矯正管理

の状況（治療計画の策定及び変更年月日を含む。）、保険医療機関名、当該管理を行っ

た主治の歯科医師の氏名、顎切除、顎離断等の手術を必要とする療養を行う場合におい

ては、当該手術を担当する保険医療機関名及び担当歯科医師又は担当医師の氏名等を記

載したものをいう。 

(５) 患者又はその家族に提供した文書の写しを診療録に添付する。 

(６) 歯科矯正管理料を算定する場合は、診療録に、患者又はその家族に提供した文書の要

点を記載する。 

(７) 再診が電話等により行われた場合にあっては、歯科矯正管理料は算定できない。 

(８) 歯科矯正管理を行った場合の説明等に使用した経過模型、口腔内写真、顔面写真等は、

歯科矯正管理料に含まれ別に算定できない。 

(９) 保定における保定装置の調整は、歯科矯正管理料に含まれる。 

Ｎ００３ 歯科矯正セファログラム 

(１) 歯科矯正セファログラムとは、焦点と被写体の中心及びフィルム面が常に一定の距離

を保持し、かつ、エックス線の主線が両耳桿の延長線に対して、０度、90 度又は 45 度

に保てる規格の機器を用いて撮影したものをいう。 

なお、常に一定の距離とは、個々の患者につき、焦点と被写体の中心及びフィルム面
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の距離が経年的に一定であることをいう。 

(２) 一連とは、側貌、前後像、斜位像等の撮影を全て含むものをいう。 

(３) 歯科矯正セファログラムに用いたフィルムに係る費用は、所定点数に含まれ別に算定

できない。 

Ｎ００４ 模型調製 

(１) 平行模型は、咬合平面が水平になるよう製作したときに、顎態模型は、眼耳平面を基

準として顎顔面頭蓋との関係を明らかにした模型を製作したときに算定する。 

(２) プラスターベースは、平行模型及び顎態模型を一定の規格に維持した状態で長期にわ

たって保管する必要があるために用いる。プラスターベースの使用に係る費用は所定点

数に含まれ別に算定できない。 

(３) 平行模型は、歯科矯正を開始するしたとき、動的処置を開始するしたとき、マルチブ

ラケット法を開始するしたとき、顎離断等の手術を開始するしたとき及び保定を開始す

るしたとき、それぞれ１回に限りを限度として算定する。 

(４) 予測模型とは、歯及び顎の移動後の咬合状態の予測を模型上にあらわしたものをいう。 

(５) 予測模型は、歯科矯正の治療においてダイナミックポジショナー及びスプリングリテ

ーナーを製作した場合はそれぞれ１回算定する。なお、歯科矯正を開始するしたとき又

は動的処置を開始するしたときは、いずれかについて１回に限りを限度として算定する

ものとし、顎離断等の手術を開始するしたときも１回に限りを限度として算定する。 

(６) 製作した模型は、保定期間を含む一連の治療が終了した日の属する月の翌月の初日か

ら起算して３年を保存期間とする。 

Ｎ００５ 動的処置 

(１) 動的処置とは、区分番号Ｎ０００に掲げる歯科矯正診断料の「注１」又は区分番号Ｎ

００１に掲げる顎口腔機能診断料の「注１」に規定する治療計画書に基づき策定された

区分番号Ｎ００８に掲げる装着の「注１」又は「注３」に規定する力系に関するチャー

トに基づき、矯正装置に用いた主線、弾線、スクリュー等の調整並びに床の削除及び添

加により、歯及び顎の移動・拡大等を計画的に行うものをいう。 

(２) 動的処置は、区分番号Ｎ００８に掲げる装着の「１ 装置」を算定した場合において

は、当該費用に含まれ別に算定できない。なお、保定装置の使用期間中においても算定

できない。   

(３) 同月内における装置の装着と日を異にして行った動的処置は、同月内の第１回目とし

て取り扱う。 

(４) 動的処置は、動的処置又はマルチブラケット法のそれぞれの開始の日から起算して、

２年以内に行った場合は「１ 動的処置の開始の日又はマルチブラケット法の開始の日

から起算して２年以内に行った場合」により、２年を超えた後に行った場合は「２ 動

的処置の開始の日又はマルチブラケット法の開始の日から起算して２年を超えた後に行

った場合」により算定する。 

Ｎ００６ 印象採得 

(１) 歯科矯正における印象採得は、床装置、アクチバトール（ＦＫＯ）等装置ごとに算定

する。 

(２) マルチブラケット装置の印象採得をステップⅠ、ステップⅡ、ステップⅢ及びステッ
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プⅣの各ステップにおいて行った場合は、各ステップにつき１回に限りを限度として算

定する。 

(３) 「２のイ 印象採得が簡単なもの」に該当するものは、先天性異常が軟組織に限局し

ている場合をいう。 

(４) 「２のロ 印象採得が困難なもの」に該当するものは、先天性異常が硬組織に及ぶ場

合若しくは顎変形症の場合をいう。なお、硬組織に及ぶ場合とは、先天性異常として骨

の欠損及び癒合不全、著しい顎の過成長及び劣成長を伴うものをいう。 

(５) 「２のハ 印象採得が著しく困難なもの」に該当するものは、(４)に該当する場合で

あって前後又は側方の顎の狭窄を伴うため顎の拡大の必要がある場合又は残孔の状態に

ある場合をいう。 

(６) リトラクター又はプロトラクターを製作するために顎顔面の採型を行った場合は、

「２のハ 印象採得が著しく困難なもの」により算定する。  

(７) 双線弧線装置を使用して歯科矯正を行う場合の第１回目の装置の印象採得は本区分の

「１ マルチブラケット装置」を、装着は区分番号Ｎ００８に掲げる装着の「１のロ 

固定式装置」及び装置は区分番号Ｎ０１８に掲げるマルチブラケット装置の「１のロ 

４装置目以降の場合」により算定するものとし、第２回目以降の装置は区分番号Ｎ０１

８に掲げるマルチブラケット装置の「１のロ ４装置目以降の場合」のみを算定する。

なお、区分番号Ｎ００８に掲げる装着の「注１」又は「注３」の加算は、各区分の算定

要件を満たしている場合に算定する。 

(８) 区分番号Ｎ０１９に掲げる保定装置の「７ フィクスドリテーナー」を製作するに当

たり、必要があって印象採得を行った場合は、区分番号Ｎ００６に掲げる印象採得の

「１ マルチブラケット装置」により算定する。 

Ｎ００７ 咬合採得 

(１) 歯科矯正における咬合採得は、床装置、アクチバトール（ＦＫＯ）等装置ごとに算定

する。 

(２) マルチブラケット装置又は区分番号Ｎ０１９に掲げる保定装置の「７ フィクスドリ

テーナー」を製作するの場合は、算定できない。  

(３) 「２ 困難なもの」に該当するものは、先天性異常が硬組織に及ぶ場合若しくは顎変

形症の場合であって前後又は側方の顎の狭窄を伴うため顎の拡大の必要がある場合をい

う。 

(４) 「３ 構成咬合」とは、アクチバトール、ダイナミックポジショナーの製作のために

筋の機能を賦活し、その装置が有効に働き得る咬合状態を採得するものをいう。 

Ｎ００８ 装着 

(１) 「１のイ 可撤式装置」に該当するものは、患者が自由に着脱できる床装置、アクチ

バトール、リトラクター等である。 

(２) 「１のロ 固定式装置」に該当するものは、患者が自由に着脱できないリンガルアー

チ、マルチブラケット装置、ポータータイプの拡大装置等である。 

(３) 装置の装着料は、マルチブラケット装置を除き第１回目の装着時にのみ算定する。 

(４) マルチブラケット装置の装着料は、各ステップにつき１回に限りを限度として算定す

る。 
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(５) ポータータイプ又はスケレトンタイプの拡大装置に使用する帯環の装着に係る費用は、

装置の装着に係る費用に含まれ別に算定できない。 

(６) マルチブラケット装置の装着時の結紮に係る費用は、所定点数に含まれる。 

(７) フォースシステムとは、歯及び顎の移動に関して負荷する矯正力の計画を立てること

をいい、力系に関するチャートとは、フォースシステムを基にした矯正装置の選択及び

設計のチャートをいう。 

(８) メタルリテーナーを除いた保定装置の製作に当たって、フォースシステムを行った場

合であっても、フォースシステムは算定できない。 

(９) 「注１」又は「注３」の加算を算定する場合は、診療録に、口腔内の状況、力系に関

するチャート、治療装置の名称及び設計等を記載する。 

(10) 歯科矯正用アンカースクリューの装着料は、区分番号Ｎ００８－２に掲げる植立に含

まれる。 

(11) 区分番号Ｎ０１９に掲げる保定装置の「７ フィクスドリテーナー」の装着料は所定

点数に含まれる。 

(12) 埋伏歯開窓術に伴う牽引装置の装着料は、区分番号Ｎ０１４－２に掲げる牽引装置に

含まれる。 

Ｎ００８－２ 植立 

植立は、区分番号Ｎ０００に掲げる歯科矯正診断料又は区分番号Ｎ００１に掲げる顎口腔

機能診断料を算定した患者であって、歯科矯正用アンカースクリューを歯槽部又は口蓋に植

立し、当該装置を固定源として、歯科矯正治療を実施した場合に算定する。なお、本規定に

関わらず、当該診断料を算定する保険医療機関から診療情報提供料に定める様式に基づく依

頼があった場合に限り、当該診断料を算定していなくても、依頼を受けた保険医療機関にお

いて実施した場合は、本区分を算定しても差し支えない。この場合において、当該診断料を

算定し、診療情報提供を行った保険医療機関名を診療録に記載する。 

Ｎ００９ 撤去 

(１) ポータータイプの拡大装置の撤去は、同装置を最終的に撤去する場合に１回に限りを

限度として帯環の数に応じて算定する。 

(２) ３について、区分番号Ｎ０００に掲げる歯科矯正診断料又は区分番号Ｎ００１に掲げ

る顎口腔機能診断料を算定する保険医療機関から診療情報提供料に定める様式に基づく

依頼があった場合に限り、当該診断料を算定していなくても依頼を受けた保険医療機関

において実施した場合は、本区分を算定して差し支えない。 

Ｎ０１０ セパレイティング 

(１) セパレイティングとは、帯環を調製装着するため、歯間を離開させることをいい、相

隣接する２歯間の接触面を１箇所として算定する。なお、これに使用した真鍮線等の撤

去に要する費用は、所定点数に含まれ別に算定できない。 

(２) 叢生（クラウディング）について、本通知の第 13 部通則３に規定する顎変形症及び

通則７に規定する別に厚生労働大臣が定める疾患に起因した咬合異常の歯科矯正を行う

際に歯の隣接面の削除を行った場合は、区分番号Ｉ０００－２に掲げる咬合調整の各区

分により算定する。 

Ｎ０１１ 結紮 
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マルチブラケット装置において結紮を行った場合にのみ算定する。 

Ｎ０１２ 床装置 

マルチブラケット床装置以外の装置は、次により算定する。  

イ 「１ 簡単なもの」は、顎の狭窄を伴わない場合に装着する装置について算定する。 

ロ 「２ 複雑なもの」は、前後又は側方の顎の狭窄を伴う場合又は残孔の状態にある場合

に装着する装置について算定する。 

Ｎ０１２－２スライディングプレート 

(１) スライディングプレートとは、動的処置時における、外傷性咬合の予防、下顎歯列の

保隙、永久歯の萌出量の調整又は咬合挙上を目的として装着する装置である。 

(２) 印象採得、咬合採得、保険医療材料料は、所定点数に含まれ別に算定できない。 

Ｎ０１３ リトラクター 

(１) 本区分に該当するものは、マンディブラリトラクター及びマキシラリリトラクターで

ある。 

(２) 「注」のスライディングプレートの製作のために行う印象採得、咬合採得、保険医療

材料料等は、所定点数に含まれ別に算定できない。 

Ｎ０１４ プロトラクター 

本区分に該当するものは、ホーンタイプ、フレームタイプ及びフェイスボウタイプの装置

である。 

Ｎ０１４－２ 牽引装置 

牽引装置は、区分番号Ｎ０００に掲げる歯科矯正診断料算定した患者であって、３歯以

上の永久歯萌出不全に起因した咬合異常を認めるものにおいて、区分番号Ｊ０４４－２に掲

げる埋伏歯開窓術を行った歯に対して、当該装置を装着して埋伏永久歯を牽引して歯科矯正

治療を実施する場合に算定する。なお、本規定にかかわらず、当該診断料を算定する保険医

療機関と連携し、埋伏歯開窓術を担当する保険医療機関に限り、当該診断料を算定していな

くても、本区分を算定して差し支えない。 

Ｎ０１５ 拡大装置 

本区分に該当するものは、プレートタイプ、ポータータイプ、インナーボウタイプ及びス

ケレトンタイプの拡大装置である。 

Ｎ０１６ アクチバトール（ＦＫＯ） 

本区分に該当するものは、アクチバトール及びダイナミックポジショナーである。 

Ｎ０１７ リンガルアーチ 

(１) 本区分に該当するものは、リンガルアーチ（舌側弧線装置）及びレビアルアーチ（唇

側弧線装置）である。 

(２) リンガルアーチは、次により算定する。 

イ 「１ 簡単なもの」は、顎の狭窄を伴わない場合に装着する装置について算定する。 

ロ 「２ 複雑なもの」は、前後又は側方の顎の狭窄を伴う場合又は残孔の状態にある

場合に装着する装置について算定する。 

(３２) リンガルアーチにおいて、主線の前歯部分のみを再製作し、ろう着した場合は、区

分番号Ｎ０２８に掲げる床装置修理により算定する。 

Ｎ０１８ マルチブラケット装置 
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マルチブラケット装置は、次により算定する。 

イ マルチブラケット装置とは、帯環及びダイレクトボンドブラケットを除いたアーチワイ

ヤーをいう。 

ロ ステップが進んだ場合は、前のステップに戻って算定できない。 

ハ ステップⅠとは、レベリングを行うことをいう。 

ニ ステップⅡとは、主として直径 0.014～0.016 インチのワイヤーを用いた前歯部の歯科

矯正又は犬歯のリトラクションを行うことをいう。 

ホ ステップⅢとは、主として直径 0.016～0.018 インチのワイヤー又は角ワイヤーを用い

た側方歯部の歯科矯正を行うことをいう。 

ヘ ステップⅣとは、主として直径 0.016～0.018 インチあるいはそれ以上のワイヤー又は

角ワイヤーを用いた臼歯部の歯科矯正及び歯列弓全体の最終的な歯科矯正を行うことをい

う。 

ト セクショナルアーチを行う場合の第１回目の装置の印象採得は区分番号Ｎ００６に掲げ

る印象採得の「１ マルチブラケット装置」、装着は区分番号Ｎ００８に掲げる装着の

「１のロ 固定式装置」及び装置は本区分の「１のロ ４装置目以降の場合」に掲げる所

定点数により算定するものとし、第２回目以降の装置は、本区分の「１のロ ４装置目以

降の場合」のみの算定とする。 

なお、区分番号Ｎ００８に掲げる装着の「注１」及び「注３」の加算は、各区分の算定

要件を満たしている場合に算定する。 

Ｎ０１９ 保定装置 

(１) 保定装置とは、動的処置の終了後、移動させた歯及び顎を一定期間同位置に保持する

装置をいう。 

(２) 動的処置に使用した矯正装置をそのまま保定装置として使用した場合は、保定装置は

算定できない。 

(３) メタルリテーナーは、前後又は側方の顎の狭窄を伴うため顎の拡大を行った後の保定

を維持する場合であって、メタルリテーナーを使用する必要性がある場合に限って算定

する。 

(４) 「５ リンガルバー」に該当するものは、リンガルバー及びパラタルバーを使用する

装置である。 

(５) インビジブルリテーナーは、プレートタイプリテーナーにより算定する。 

(６) フィクスドリテーナーは、歯をワイヤー及びエナメルボンドシステムにより固定結紮

することをいう。なお、装着及び除去に係る費用は所定点数に含まれる。 

(７) １及び２の人工歯料は製作費用に含まれ別に算定できない。 

Ｎ０２０ 鉤  

「２ 複雑なもの」に該当するものは、アダムス鉤である。 

Ｎ０２１ 帯環 

帯環製作の場合のろう着は、当該各区分の所定点数に含まれるが、帯環にチューブ、ブラ

ケット等をろう着する場合は、区分番号Ｎ０２７に掲げる矯正用ろう着により算定する。 

Ｎ０２３ フック 

本区分に該当するものは、リンガルボタン、クリーク、フック等であるが、チューブに付
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随していて新たなろう着の必要のないものは算定できない。 

Ｎ０２４ 弾線 

弾線をリンガルアーチ等に用いるためにろう着を行った場合は、区分番号Ｎ０２７に掲げ

る矯正用ろう着により算定する。 

Ｎ０２５ トルキングアーチ 

トルキングアーチは、装着、結紮等は別に算定できない。 

Ｎ０２６ 附加装置 

 附加装置は、保険医療材料等（交換用のエラスティクスを含む。）を含む。 

Ｎ０２７ 矯正用ろう着 

本区分に該当するものは、通常のろう着、自在ろう着、電気熔接である。 

なお、チューブ、ブラケット等を電気熔接する場合は、１個につき１箇所として算定する。 

Ｎ０２８ 床装置修理 

本区分に該当するものは、床装置の破損等であるが、床装置において動的処置の段階で床

の添加を行う場合の床の添加に要する費用は、区分番号Ｎ００５に掲げる動的処置に含まれ

別に算定できない。なお、印象採得、咬合採得は所定点数に含まれる。  
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